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著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。

まえがき 

この規格は，産業標準化法第 16 条において準用する同法第 12 条第 1 項の規定に基づき，一般社団法人

日本機械工業連合会（JMF）から，産業標準原案を添えて日本産業規格を改正すべきとの申出があり，日

本産業標準調査会の審議を経て，厚生労働大臣及び経済産業大臣が改正した日本産業規格である。これに

よって，JIS B 9704-1:2015 は改正され，この規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。厚生労働大臣，経済産業大臣及び日本産業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の

特許出願及び実用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 

JIS B 9704 規格群（機械類の安全性－電気的検知保護設備）は，次に示す部で構成する。 

JIS B 9704-1 第 1 部：一般要求事項及び試験 

JIS B 9704-2 第 2 部：能動的光電保護装置を用いる設備に対する要求事項 

JIS B 9704-3 第 3 部：拡散反射形能動的光電保護装置に対する要求事項 
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日本産業規格          JIS 
 B 9704-1：2024 
 (IEC 61496-1：2020) 

機械類の安全性－電気的検知保護設備－ 

第 1 部：一般要求事項及び試験 

Safety of machinery-Electro-sensitive protective equipment- 

Part 1: General requirements and tests 

 
序文 

この規格は，2020 年に第 4 版として発行された IEC 61496-1 を基に，技術的内容及び構成を変更するこ

となく作成した日本産業規格である。 

なお，この規格で点線の下線を施してある参考事項は，対応国際規格にはない事項である。 

この規格は，製品ファミリー規格に位置付けられ，機械類の安全性を扱う個別製品規格に強制力をもつ

引用規格として使用することが可能である。 

この規格が規定する電気的検知保護設備（以下，ESPE という。）は，人に傷害を与えるリスクをもつ機

械類に用いて，人が危険状態に陥る前に機械を安全な状態に移行させる保護機能をもつ。 

この規格は，機械安全の分野で広く使用される ESPE の設計及び機能に対する一般的な要求事項につい

て規定する。この規格に適合する ESPE は，基本的な特徴として，適正な水準の安全関連性能をもつとと

もに，この性能水準が維持されている確証を得るための周期的な機能テスト又はセルフチェック機能を組

込みで備えていることになる。 

機械にはその種類によって特有の危険源がある。この規格は，特定の機械に対し ESPE をどのように使

用するかを規定するものではない。ESPE の使用方法は，ESPE の供給者，機械の使用者及び監督機関の間

で取り決める事項である。このことに関しては，例えば，JIS B 9700 に指針がある。 

この規格は，ESPE の技術的な要求事項を規定するものである。この規格を適用するに当たって，人の健

康に害を及ぼす物質及び試験手順を用いる必要がある場合は，適切な予防措置をとらなければならない。 

ESPE の製造業者及び使用者は，当該 ESPE がこの規格に適合することをもって，保護設備使用中の人の

安全及び健康に関して法律上の責任から免れるものではない。 

この規格では，次の重要な技術的な変更が行われている。 

a) 検知技術に依存する ESPE の要求事項はこの規格には含まれていないことを明示した。それらの要求

事項は，JIS B 9704 規格群（以下，この規格群という。）の他の部［JIS B 9704-2（以下，第 2 部とい

う。）及び JIS B 9704-3（以下，第 3 部という。）］，並びに IEC TS 61496-4-2，IEC TS 61496-4-3 及び

IEC TS 61496-5 に規定されている。 

b) 全ての ESPE に共通する環境の影響に対する保護の要求事項をこの規格に統合した。 

c) 不完全だった幾つかの試験手順をより詳細に，かつ，順を追って規定した。 


